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�愛媛県告示第１３６５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定居宅サービス事業者の指定………………………………………………………………………………………………………………………（長寿介護課）…９６３

○ 指定居宅介護支援事業者の指定………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６４

○ 指定介護予防サービス事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６４
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○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…９６５
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○ 道路の区域変更（県道宇和三間線外）………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…９６６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６６

○ 指定道路の指定……………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局八幡浜土木事務所）…９６７

○ 道路の供用開始（県道瀬田八多喜停車場線）……………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…９６７

○ 道路の区域変更（県道日向谷高野子線）…………………………………………………………………………………………（南予地方局西予土木事務所）…９６７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６７

○ 道路の区域変更（県道土居魚成線）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９６８

公 告

○ 土地（建付地）の売払い（２件）……………………………………………………………………………………………………………………（総務管理課）…９６８

公安委員会規則

○ 愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（警察本部警務課）…９７１

公営企業告示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…９７２

公営企業管理規程

○ 愛媛県県営工業用水道供給規程の一部を改正する管理規程…………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…９７２

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社サポート多恵 サポート多恵 愛媛県宇和島市御殿町９番３２号 平成２５年１１月１日 訪問介護

医療法人緑風会 訪問看護ステーションサファイア 愛媛県大洲市新谷乙１１８４番地１コーポ・
リディア茶茶 平成２５年１１月１日 訪問看護

社会福祉法人すいよう会 リハステージ郷 愛媛県新居浜市清住町１－３６ 平成２５年１１月１日 通所介護

毎週（火・金）曜日発行 第２５３２号 平成２５年１２月２０日

平成２５年１２月２０日金曜日 第２５３２号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１３６６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３６７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３６８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３６９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年１２月２０日

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

有限会社プレム・ダン 介護相談事業所凛として 愛媛県今治市別宮町一丁目１番地１１ 平成２５年１１月１日 居宅介護支援

株式会社みやび 居宅介護支援みやび 愛媛県今治市登畑甲１９５番地８ 平成２５年１１月１１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社サポート多恵 サポート多恵 愛媛県宇和島市御殿町９番３２号 平成２５年１１月１日 介護予防訪問介護

医療法人緑風会 訪問看護ステーションサファイア 愛媛県大洲市新谷乙１１８４番地１コーポ・
リディア茶茶 平成２５年１１月１日 介護予防訪問看護

社会福祉法人すいよう会 リハステージ郷 愛媛県新居浜市清住町１－３６ 平成２５年１１月１日 介護予防通所介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社プラス 有限会社プラス 愛媛県今治市伯方町木浦甲３４５８番地の
５ 平成２５年１０月１日 福祉用具貸与

株式会社のぞみ ケアサポートのぞみ 愛媛県宇和島市中沢町二丁目２番２３号 平成２５年１１月１３日 訪問介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社のぞみ ケアサポートのぞみ 愛媛県宇和島市中沢町二丁目２番２３号 平成２５年１１月１３日 介護予防訪問介護

愛 媛 県 報平成２５年１２月２０日 第２５３２号

９６４
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�愛媛県告示第１３７３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市志津川土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成２５年１２月２０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

退 任

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２１）第１６６１７号 平成２２年
１月１４日 ＪＹサイト 斉藤 智明 四国中央市土居町天満６４

－３
平成２５年
１１月１日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－２１）第１５５７６号 平成２１年
６月２９日 新居浜建設業（同） 米谷 正人 新居浜市北新町２－３７ 平成２５年

１１月７日

大工工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（特－２１）第７５１４号 平成２１年
１１月１７日 �燧熱学 鈴木 岑生 新居浜市東田１－甲１３０７

－１
平成２５年
１１月１４日 消防施設工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２５）第１６２９２号 平成２５年
５月１３日 �高橋建築工房 高橋 正軌 今治市常盤町５－２－１５ 平成２５年

１１月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１１００１号 平成２２年
１０月９日 小笠原建設� 小笠原惠一 四国中央市川之江町２１５５ 平成２５年

１１月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（特－２２）第１６７６３号 平成２２年
１０月１９日 �ヤスハラ 安原 史紀 今治市末広町１－３－１３ 平成２５年

１１月２５日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２５）第１５３４６号 平成２５年
７月１日 �サンライズ 斎藤 宣昭 西条市飯岡２０２６－３ 平成２５年

１１月２８日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１から

同字乙５５５番１４２まで

旧 １０．５～１９．０ ０．０４８

新 １２．２～２２．０ ０．０４８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線
新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１から

同字乙５５５番１４２まで
平成２５年１２月２０日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橘 恭 三 東温市志津川１４１９番地

愛 媛 県 報平成２５年１２月２０日 第２５３２号

９６５
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愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第１３７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線 松山市大可賀二丁目６８０番３ 平成２５年１２月２０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第４４号

平成２５年１２月１１日
東温市南方字払川７７４番１

東温市松瀬川２０７番地

ＣＡＬＬＡＩ ＦＡＢＩＯ

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三間線
宇和島市三間町則２０８４番２から

同町則２０６７番３まで

旧 １１．０～２７．４ ０．１２２

新 １７．０～３４．０ ０．１０５

〃 〃
宇和島市三間町則２００８番４から

同町則２００６番１まで

旧 ９．６～２８．４ ０．１１１

新 １５．０～１１４．０ ０．１１１

〃 〃
宇和島市三間町則２００６番１から

同町則２００３番３まで

旧 ８．０～１４．０ ０．１２９

新 １０．０～７５．０ ０．１２９

〃 広見三間宇和島線
宇和島市三間町務田１２５５番１地先から

同市光満字上音地甲５２９番８まで

旧 ８．５～２０．０ ０．１６９

新 １２．０～２０．０ ０．１６９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和三間線
宇和島市三間町則２０８４番２から

同町則２０６７番３まで
平成２５年１２月２０日

〃 〃
宇和島市三間町則２００８番４から

同町則２００６番１まで
〃

愛 媛 県 報平成２５年１２月２０日 第２５３２号

９６６
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�愛媛県告示第１３７８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２５年１２月１１日

３ 指定道路の位置

大洲市西大洲字山部甲９９７番１

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２５．００メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県告示第１３７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃
宇和島市三間町則２００６番１から

同町則２００３番３まで
〃

〃 広見三間宇和島線
宇和島市三間町務田１２５５番１地先から

同市光満字上音地甲５２９番８まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 瀬田八多喜停車場線 大洲市八多喜町乙１１８２番３３ 平成２５年１２月２０日

〃 〃
大洲市八多喜町乙１１８２番３４から

同町乙１１８２番３１まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 日向谷高野子線

西予市城川町高野子７９７番２地先から

同町高野子８００番地先まで
旧 ３．３～８．２ ０．０８４

西予市城川町高野子７９７番２から

同町高野子８００番２まで
新 ７．６～１２．５ ０．０８４

〃 〃

西予市城川町高野子４７１番地先から

同町高野子４７０番地先まで
旧 ４．３～６．５ ０．０５４

西予市城川町高野子４７１番２から

同町高野子４７０番地先まで
新 １１．４～１７．４ ０．０５４
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公 告

�愛媛県告示第１３８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１３８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

予 定 価 格
地 目 地 積 種 類 構 造 床 面 積

松山市高浜町一丁目乙６０番１７６ 宅 地 １，０４２．２３� 共同住宅外 鉄筋コンクリート造
陸屋根４階建外 ９９２．１０� １７，３００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 日向谷高野子線
西予市城川町高野子７９７番２から

同町高野子８００番２まで
平成２５年１２月２０日

〃 〃
西予市城川町高野子４７１番２から

同町高野子４７０番地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾２９８４番３から

同町嘉喜尾２９７８番２地先まで

旧 ３．７～９．２ ０．０３６

新 ６．６～１２．１ ０．０３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾２９８４番３から

同町嘉喜尾２９７８番２地先まで
平成２５年１２月２０日
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� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年２月４日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの

に限る。以下同じ。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２６年２月４日（火）午後５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交付場所並びに問合せ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２６年１月２１日（火）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２６年２月１８日（火）午前１１時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。
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イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年１２月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

予 定 価 格
地 目 地 積 種 類 構 造 床 面 積

松山市久万ノ台７７７番２ 宅 地 ２１６．２６� 居 宅 コンクリートブロッ
ク造陸屋根２階建 ８３．８０� １５，３００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２５年１２月２０日（金）から平成２６年２月４日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの

に限る。以下同じ。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２６年２月４日（火）午後５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交付場所並びに問合せ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２６年１月２１日（火）午後２時

� 場所

売り払う土地の所在地
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公安委員会規則

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２６年２月１８日（火）午後２時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�愛媛県公安委員会規則第７号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年１２月２０日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

	 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（

平成１３年法律第３１号）の運用に関すること。


 省略

（生活安全企画課）

第３３条 生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

	 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 （

平成１３年法律第３１号）の運用に関すること。


 省略

附 則

この規則は、平成２６年１月３日から施行する。
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公営企業告示

公営企業管理規程

�愛媛県公営企業告示第１５号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年１２月２０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

�愛媛県公営企業管理規程第８号
愛媛県県営工業用水道供給規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２５年１２月２０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

愛媛県県営工業用水道供給規程の一部を改正する管理規程

愛媛県県営工業用水道供給規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

（延滞金の割合の特例）

２ 当分の間、第２６条第２項に規定する延滞金の年１４．６パーセント

の割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該

年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、当該年における特例基準割合に

年７．３パーセントの割合を加算した割合とする。

３ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算におい

て、その計算の過程における金額に１円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てる。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

附 則

１ この管理規程は、平成２６年１月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県営工業用水道供給規程附則第２項及び第３項の規定は、延滞金のうち、この管理規程の施行の日以後の期間に対応す

るものについて適用する。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

循環器対応超音波診断装置の購入
１式（愛媛県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年１２月６日
株式会社カワニシ松山
支店
愛媛県伊予郡砥部町重
光２４１番地３

４０，７４０，０００円 一般競争入札 平成２５年１０月２５日

平成２５年１２月２０日 発行
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